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１章 はじめに 
 

１ 計画の背景と目的 
空家※対策については、地域の防災、防犯、景観、建物の安全上などの地域生活環境に

深刻な影響を及ぼしており、また全国的にも老朽化した空家の対応が課題となっている

ことから、平成 26 年 11 月 27 日に「空家等対策の推進に関する特別措置法（以下、「法」

という。）」が制定されました。法第 4条では、市町村の責務として「第６条第１項に規

定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関する対策の実施その他の空家

等に関する必要な措置を講ずるよう努めるものとする。」とされています。 

本町においても、健全な空家について住宅ストックとしての活用を図る住情報の提供

などを行うとともに、老朽化した空家等については、所有者などへの危険防止の要請等を

行うなど総合的な空家対策が求められています。 

また、平成 30 年度に策定した「別海町住生活基本計画」では、住環境施策の目標の１

つとして「空き家の活用・適正管理の推進」を掲げ、その中で「空き家対策の推進」、「空

き家対策に関する情報提供」の施策展開を行うこととしています。 

こうした背景を踏まえ、空家等の利活用や適正管理、除却を含めた対策を総合的かつ計

画的に実施するため、法に基づき、「別海町空家等対策計画」を策定することを目的とし

ます。 

※本計画では、法の表記にならい「空き家」は、固有名詞及び既存計画における表記を除き、「空家」で表

記しています。 

 

２ 計画の位置づけ 
本計画は、法第６条第１項に規定する「空家等対策計画」であり、法第５条に規定する

「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針（以下「基本指

針」という。）」に即して策定する計画です。 

また、「別海町総合計画」を上位計画として、「別海町住生活基本計画」や「別海町耐

震改修促進計画」などの他分野の関連計画との連携・整合を図ります。 

 

図 １-1 本計画の位置づけ 
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３ 計画期間 
本計画の計画期間は 2019 年度～2023 年度の５年間とします。なお、社会的状況の変化

等を踏まえ適時見直しを行います。 

 

４ 計画の対象 
 

（１）対象とする地区 
本計画の対象とする地区は、別海町内市街地（別海、西春別駅前、西春別、尾岱沼、中

春別、上春別、中西別、上風連、床丹、本別海、走古丹の各市街地区）とします。 

 

（２）対象とする空家等の種類 
本計画の対象とする空家等の種類は、法第２条第１項で規定する「空家等」（法第２条

第２項で規定する「特定空家等」を含む。）とします。 

ただし、空家等の予防対策については、空家となる見込みのある住宅など上記の「空家

等」に該当しない住宅等も対象とします。 

なお、町が所有又は管理する空家等についても、除却後の跡地又は増改築等の後の建築

物を地域活性化のために計画的に利用する場合は、計画の対象とします。 

 

空家等（法第 2 条第１項） 
「建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常

態であるもの及びその敷地（⽴⽊その他の⼟地に定着する物を含む。）をいう。ただし、
国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。」 

 
特定空家等（法第２条第２項） 
「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険とされる状態又は著しく衛生上有害となる

おそれのある状態、適切な管理が⾏われていないことにより著しく景観を損なっている状
態、その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると
認められる空家等をいう。」 
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２章 空家等の現状と課題 
 

１ 別海町の住宅事情 
 

（１）人口・世帯構造 
 

総人口 
別海町の総人口は平成 27 年国勢調査で 15,273 人です。20 年間（平成 7～27 年）の推

移をみると、13％の減少となっています。住民基本台帳においても減少しており、平成 28

年 12 月末で 15,251 人となっています。 

 

表 ２-1 総人口の推移の比較                      （単位︓人） 
  H7 H12 H17 H22 H27 H27／H7 

北海道 5,692,321  5,683,062  5,627,737  5,506,419  5,381,733 0.95  
郡部 1,443,200  1,293,694  1,217,137  1,057,059  986,561 0.68  

根室管内 89,367  86,493  84,057  80,569  76,621 0.86  
別海町 17,549  16,910  16,460  15,855  15,273 0.87 

資料：各年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 ２-1 別海町の総人口の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考︓別海町の人口の推移（住⺠基本台帳、各年 12 月末日現在）】 
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将来人口の推移 
将来人口の推移をみると、2040 年における将来人口は、国立社会保障・人口問題研究

所による将来人口推計が 11,150 人（平成 27 年から約 27％減少）、別海町人口ビジョン

による将来展望は 12,867 人（同約 16％減少）となっています。 

 

図 ２-2 将来人口の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所、別海町人口ビジョン 

 

総世帯数 
総世帯数は平成 27 年国勢調査で 5,997 世帯です。20 年間（平成 7～27 年）の推移をみ

ると、11％の増加となっています。住民基本台帳においても増加しており、平成 28 年 12

月末で 6,408 世帯となっています。 

 

表 ２-2 総世帯数の推移の比較                   （単位︓世帯） 
  H7 H12 H17 H22 H27 H27／H7 

北海道 2,187,000  2,306,419  2,380,251  2,424,317  2,444,810 1.12  
郡部 508,281  485,696  478,963  435,081  423,112 0.83  

根室管内 30,743  31,547  32,226  32,255  32,087 1.04  
別海町 5,399  5,553  5,788  5,862  5,997 1.11 

資料：各年国勢調査結果（総務省統計局） 

＊注：ここでいう総世帯数は「一般世帯」と「施設等の世帯」の合計を指します。国勢調査では、世帯を

「一般世帯」と「施設等の世帯」に区分しています。「一般世帯」は、住居と生計を共にしている人々

の集まり又は一戸を構えて住んでいる単身者等を指します。「施設等の世帯」は、「寮・寄宿舎の学

生・生徒」、「病院・療養所の入院者」、「社会施設の入所者」、「自衛隊営舎内居住者」、「矯正施設の

入所者」等を指します。また、「一般世帯」について、住居を「住宅」と「住宅以外」に区分してい

ます。「住宅」は、一つの世帯が独立して家庭生活を営むことができる永続性のある建物（完全に区

画された建物の一部を含む）等を指します（店舗や作業所付きの住宅もこれに含まれます）。「住宅

以外」は、寄宿舎・寮など生計を共にしない単身者の集まりを居住させるための建物や，病院・学

校・旅館・会社・工場・事務所などの居住用でない建物を指します（仮小屋・天幕小屋など臨時応

急的に造られた住居などもこれに含まれます）。 
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図 ２-3 別海町の総世帯数の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考︓別海町の世帯数の推移（住⺠基本台帳、各年 12 月末現在）】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢別人口 
人口の年齢別構成をみると、平成 27 年国勢調査において、年少人口（15 歳未満）は

15.3％、生産年齢人口（15～64 歳）は 60.1％、高齢人口（65 歳以上）は 24.5％となって

います。高齢人口比率は全道、郡部、根室管内より低くなっており、年少人口と生産年齢

人口比率は全道、郡部、根室管内より高くなっています。 

15 年間（平成 12～27 年）の推移をみると、実数、割合ともに年少人口と生産年齢人口

は減少傾向にあり、高齢人口は急速に増加しており、15 年間で約 1.3 倍となっています。 
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表 ２-3 年齢別人口の比較                      （単位︓人） 

  
15 歳未満 15〜64 歳 65 歳以上 

不詳 総人口 （年少人口） （⽣産年齢人
口） （高齢人口） 

北海道 608,296  3,190,804  1,558,387  24,246 5,381,733  
11.3% 59.3% 29.0% 0.5% 100.0% 

郡部 112,948  543,409  329,145  1,059 986,561  
11.4% 55.1% 33.4% 0.1% 100.0% 

根室管内 10,258  45,733  20,453  177 76,621  
13.4% 59.7% 26.7% 0.2% 100.0% 

別海町 2,338  9,177  3,746  12 15,273 
15.3% 60.1% 24.5% 0.1% 100.0% 

資料：平成 27 年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 ２-4 年齢別人口構成比の比較 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ２-4 年齢別人口の推移                      （単位︓人） 

  
15 歳未満 15〜64 歳 65 歳以上 

不詳 総人口 （年少人口） （⽣産年齢人
口） （高齢人口） 

H12 3,023  10,899  2,988  0  16,910  
17.9% 64.5% 17.7% 0.0% 100.0% 

H17 2,649  10,670  3,141  0  16,460  
16.1% 64.8% 19.1% 0.0% 100.0% 

H22 2,511  9,985  3,359  0  15,855  
15.8% 63.0% 21.2% 0.0% 100.0% 

H27 2,338  9,177  3,746  12  15,273  
15.3% 60.1% 24.5% 0.1% 100.0% 

資料：各年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 ２-5 年齢別人口構成比の推移 
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⾏政区別人口 
 

行政区別の人口をみると、平成

27 年では、別海が 1,780 人で最も

多く、以下、別海川上町が1,149人、

西春別が1,123人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表 ２-5 ⾏政区別人口の推移 
（単位︓人） 

⾏政区名 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 
別海新栄町 245  260  298  
別海常盤町 559  523  479  
別海宮舞町 436  441  454  
別海⻄本町 238  242  215  
別海旭町 711  677  684  
別海寿町 434  416  399  
別海緑町 537  562  562  
別海鶴舞町 235  228  196  
別海川上町 991  1,018  1,149  
別海 1,813  1,828  1,780  
中⻄別本町 43  48  45  
中⻄別光町 53  41  33  
中⻄別朝⽇町 8  6  3  
中⻄別緑町 18  13  26  
中⻄別 655  580  581  
奥⾏ 161  142  133  
⾛古丹 189  202  173  
本別海 293  279  249  
中春別 517  486  510  
中春別東町 272  251  247  
中春別⻄町 81  66  55  
中春別南町 182  171  159  
豊原 353  315  289  
美原 316  288  257  
大成 233  184  176  
本別 186  159  160  
⻄春別 1,402  1,212  1,123  
⻄春別昭栄町 39  48  34  
⻄春別本久町 47  51  52  
⻄春別宮園町 58  55  45  
⻄春別清川町 75  53  42  
⻄春別幸町 100  109  99  
⻄春別駅前寿町 192  179  165  
⻄春別駅前錦町 136  151  140  
⻄春別駅前栄町 242  233  215  
⻄春別駅前⻄町 255  249  246  
⻄春別駅前柏町 168  275  255  
⻄春別駅前曙町 380  343  331  
泉川 371  321  299  
矢臼別 4  2  2  
上春別 683  654  621  
上春別緑町 26  31  29  
上春別旭町 61  40  41  
上春別南町 80  74  73  
上春別栄町 54  55  44  
床丹 274  268  248  
尾岱沼 235  229  217  
尾岱沼潮⾒町 800  823  796  
尾岱沼港町 404  365  317  
尾岱沼岬町 120  113  107  
上風連 495  496  420  

合計 16,460  15,855  15,273  
 前年からの増減数   -605  -582  
     -3.7% -3.7% 
資料：各年国勢調査結果（総務省統計局） 
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行政区別の世帯数をみると、平

成 27 年では、別海が 703 世帯で最

も多く、以下、別海川上町が 498 世

帯、西春別が 366 世帯となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ２-6 ⾏政区別世帯数の推移 
（単位︓世帯） 

⾏政区名 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 
別海新栄町 106  120  131  
別海常盤町 254  248  233  
別海宮舞町 200  195  211  
別海⻄本町 70  62  63  
別海旭町 295  294  320  
別海寿町 185  180  177  
別海緑町 234  239  256  
別海鶴舞町 84  83  72  
別海川上町 414  432  498  
別海 636  665  703  
中⻄別本町 21  21  21  
中⻄別光町 23  21  20  
中⻄別朝⽇町 3  2  2  
中⻄別緑町 10  7  10  
中⻄別 176  184  194  
奥⾏ 50  49  40  
⾛古丹 49  51  52  
本別海 100  92  89  
中春別 147  166  175  
中春別東町 120  107  112  
中春別⻄町 29  27  24  
中春別南町 80  75  75  
豊原 94  95  99  
美原 84  96  99  
大成 63  59  48  
本別 49  48  52  
⻄春別 401  357  366  
⻄春別昭栄町 17  27  22  
⻄春別本久町 23  27  28  
⻄春別宮園町 22  22  19  
⻄春別清川町 50  46  40  
⻄春別幸町 45  49  44  
⻄春別駅前寿町 86  77  73  
⻄春別駅前錦町 67  72  74  
⻄春別駅前栄町 116  112  109  
⻄春別駅前⻄町 99  107  110  
⻄春別駅前柏町 81  122  128  
⻄春別駅前曙町 161  148  150  
泉川 92  79  85  
矢臼別 3  2  2  
上春別 195  209  205  
上春別緑町 7  10  9  
上春別旭町 30  20  23  
上春別南町 36  39  36  
上春別栄町 29  27  26  
床丹 78  76  74  
尾岱沼 56  57  58  
尾岱沼潮⾒町 256  286  292  
尾岱沼港町 93  101  88  
尾岱沼岬町 30  29  30  
上風連 139  143  130  

合計 5,788  5,862  5,997  
 前年からの増減数   74  135  
     1.3% 2.3% 

資料：各年国勢調査結果（総務省統計局） 
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家族類型別世帯数 
別海町の家族類型別世帯数をみると、平成 27年国勢調査で、多い順に「単独世帯」32.1％、

「夫婦のみ」23.1％、「夫婦＋子」22.5％、となっています。 

15 年間（平成 12～27 年）の推移をみると、「単独世帯」、「夫婦のみ」、「１人親と

子」の割合が増加しており、「単独世帯」の割合は 15 年間で 8.8 ポイント増加していま

す。 

 

表 ２-7 家族類型別世帯数の比較                  （単位︓世帯） 
  単独世帯 夫婦のみ 夫婦＋子 1 人親と子 その他親族 非親族 合計 

北海道 909,106  583,361  553,149  227,308  140,277  23,175 2,436,376  
37.3% 23.9% 22.7% 9.3% 5.8% 1.0% 100.0% 

郡部 139,214  114,879  90,566  35,400  38,456  2,569 421,084  
33.1% 27.3% 21.5% 8.4% 9.1% 0.6% 100.0% 

根室管内 10,432  7,737  7,206  2,867  3,526  243 32,011  
32.6% 24.2% 22.5% 9.0% 11.0% 0.8% 100.0% 

別海町 1,917  1,378  1,343  439  876  24 5,977 
32.1% 23.1% 22.5% 7.3% 14.7% 0.4% 100.0% 

資料：平成 27 年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 ２-6 家族類型別世帯構成比の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ２-8 家族類型別世帯数の推移                  （単位︓世帯） 
  単独世帯 夫婦のみ 夫婦＋子 1 人親と子 その他親族 非親族 合計 

H12 1,292  1,176  1,542  277  1,249  7 5,543  
23.3% 21.2% 27.8% 5.0% 22.5% 0.1% 100.0% 

H17 1,454  1,258  1,544  348  1,147  21 5,772  
25.2% 21.8% 26.7% 6.0% 19.9% 0.4% 100.0% 

H22 1,614  1,339  1,468  375  1,001  47 5,844  
27.6% 22.9% 25.1% 6.4% 17.1% 0.8% 100.0% 

H27 1,917  1,378  1,343  439  876  24 5,977  
32.1% 23.1% 22.5% 7.3% 14.7% 0.4% 100.0% 

資料：各年国勢調査結果（総務省統計局） 
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図 ２-7 家族類型別世帯構成比の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世帯人員別世帯数 
世帯人員別世帯数をみると、平成 27 年国勢調査で、多い順に「１人世帯」32.1％、「２

人世帯」29.1％、「３人世帯」15.4％となっており、1～2人の小規模世帯は 61.2％を占

めています。 

15 年間（平成 12～27 年）の推移をみると、小規模世帯の割合は増加傾向にあり、３人

以上の世帯の割合は減少傾向にあります。 

 

表 ２-9 世帯人員別世帯数の比較                  （単位︓世帯） 
  1 人 ２人 3 人 4 人 5 人 6 人以上 合計 

北海道 909,106  782,444  397,985  249,980  72,728  25,963 2,438,206  
37.3% 32.1% 16.3% 10.3% 3.0% 1.1% 100.0% 

郡部 139,214  145,601  67,718  43,558  16,226  8,828 421,145  
33.1% 34.6% 16.1% 10.3% 3.9% 2.1% 100.0% 

根室管内 10,432  10,153  5,357  3,718  1,422  944 32,026  
32.6% 31.7% 16.7% 11.6% 4.4% 2.9% 100.0% 

別海町 1,917  1,738  918  753  357  295 5,978 
32.1% 29.1% 15.4% 12.6% 6.0% 4.9% 100.0% 

資料：平成 27 年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 ２-8 世帯人員別世帯構成比の比較 
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表 ２-10 世帯人員別世帯数の推移                  （単位︓世帯） 
  1 人 ２人 3 人 4 人 5 人 6 人以上 合計 

H12 1,292  1,385  971  818  478  599 5,543  
23.3% 25.0% 17.5% 14.8% 8.6% 10.8% 100.0% 

H17 1,454  1,537  1,092  832  414  443 5,772  
25.2% 26.6% 18.9% 14.4% 7.2% 7.7% 100.0% 

H22 1,614  1,681  999  808  378  364 5,844  
27.6% 28.8% 17.1% 13.8% 6.5% 6.2% 100.0% 

H27 1,917  1,738  918  753  357  295 5,978  
32.1% 29.1% 15.4% 12.6% 6.0% 4.9% 100.0% 

資料：各年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 ２-9 世帯人員別世帯構成比の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者同居世帯 
平成 27 年国勢調査で、一般世帯 5,978 世帯のうち、65 歳以上親族のいる世帯は 2,452

世帯、41.0%を占めています。 

15 年間（平成 12～27 年）の推移をみると、一般世帯が 1.08 倍増加しているのに対し

1.22 倍の増加となっています。 

 

表 ２-11 65 歳以上の高齢者親族のいる世帯数の比較         （単位︓世帯） 

  65 歳以上親族 
のいる世帯 

65 歳以上親族 
のいない世帯 一般世帯 

北海道 999,133  1,439,073 2,438,206  
41.0% 59.0% 100.0% 

郡部 207,364  213,781 421,145  
49.2% 50.8% 100.0% 

根室管内 13,482  18,544 32,026  
42.1% 57.9% 100.0% 

別海町 
2,452  3,526 5,978 

41.0% 59.0% 100.0% 
資料：平成 27 年国勢調査結果（総務省統計局） 
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図 ２-10 65 歳以上の高齢親族のいる世帯構成比の比較 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ２-12 65 歳以上の高齢者親族のいる世帯数の推移         （単位︓世帯） 

  65 歳以上親族 
のいる世帯 

65 歳以上親族 
のいない世帯 一般世帯 

H12 2,003  3,540 5,543  
36.1% 63.9% 100.0% 

H17 2,108  3,664 5,772  
36.5% 63.5% 100.0% 

H22 2,230  3,614 5,844  
38.2% 61.8% 100.0% 

H27 2,452  3,526 5,978  
41.0% 59.0% 100.0% 

資料：各年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 ２-11 65 歳以上の高齢親族のいる世帯構成比の推移 
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（２）転入・転出 
 

転入・転出の推移 
別海町では、平成６年以降一貫して転出者が転入者を上回っています。毎年 100 人前後

の転出超過となっており、平成 29 年は 112 人の転出超過となっています。 

 

図 ２-12 転入・転出数の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 

 

各地域別人口移動の状況 
平成 25 年の各地域別の転入・転出の状況をみると、根室管内及び釧路管内への転出が

多くなっています。 

 

表 ２-13 各地域別の人口移動（転入-転出）の状況（平成 25 年） 
 転入 転出 転入－転出 

札幌市 59  89  -30  
石狩（札幌市以外） 22  17  5  
渡島 5  2  3  
檜山 4  0  4  
後志 8  12  -4  
空知 7  8  -1  
上川 5  12  -7  
留萌 3  3  0  
宗谷 5  2  3  
オホーツク 21  34  -13  
胆振 9  8  1  
⽇高 0  1  -1  
十勝 62  69  -7  
釧路 74  140  -66  
根室 200  224  -24  
道外（東京圏以外） 63  71  -8  
道外（東京圏） 57  66  -9  

合計 604  758  -154  
※東京圏︓埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県 

資料：別海町人口ビジョン（平成 28 年 3 月）  
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周辺市町村への人口移動の状況 
平成 25 年における周辺市町村への転入・転出者数をみると、転入が 200 人、転出が 224

人となっており、転出者数が 24 人多くなっています。 

市町村別にみると、中標津町への転入・転出が多く、65 人の転出超過となっています。

また、根室市からは 26 人、標津町からは 8人、羅臼町からは 7人の転入超過となってい

ます。 

 

表 ２-14 周辺市町村への人口移動の状況（平成 25 年） 
市町村 転入 転出 転入－転出 
根室市 67  33.5% 41  18.3% 26  
中標津町 101  50.5% 166  74.1% -65  
標津町 21  10.5% 13  5.8% 8  
羅臼町 11  5.5% 4  1.8% 7  

合計 200  100.0% 224  100.0% -24  
資料：別海町人口ビジョン（平成 28 年 3 月） 

 

図 ２-13 周辺市町村への人口移動の状況（平成 25 年） 
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（３）住宅所有関係別世帯数 
住宅所有関係別世帯数は、平成 27 年国勢調査で、「持ち家」65.4％、「公営借家」6.2％、

「民営借家」12.4%、「給与住宅」14.4%、「間借り」1.6%となっています。 

全道、郡部、根室管内と比較すると、持ち家率は全道、根室管内より高く、郡部より低

くなっており、公営借家率、民営借家率は最も低く、給与住宅率は最も高くなっています。 

15 年間（平成 12～27 年）の推移をみると、持ち家率は減少傾向にあり、公営借家率は

ほぼ横ばいで推移し、民営借家率は増加傾向にあります。給与住宅率はほぼ横ばいとなっ

ています。 

 

表 ２-15 住宅所有関係別世帯数の比較                （単位︓世帯） 

  持ち家 公営借家 ⺠営借家 給与住宅 間借り 住宅に住む 
一般世帯 

北海道 1,365,338  166,252  762,401  80,805  30,965  2,405,761  
56.8% 6.9% 31.7% 3.4% 1.3% 100.0% 

郡部 273,972  52,240  53,772  26,648  4,612  411,244  
66.6% 12.7% 13.1% 6.5% 1.1% 100.0% 

根室管内 19,397  2,816  5,865  2,829  356  31,263  
62.0% 9.0% 18.8% 9.0% 1.1% 100.0% 

別海町 
3,817  363  723  840  95  5,838 

65.4% 6.2% 12.4% 14.4% 1.6% 100.0% 
資料：平成 27 年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 ２-14 住宅所有関係別世帯構成比の比較 
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表 ２-16 住宅所有関係別世帯数の推移                （単位︓世帯） 

  持ち家 公営借家 ⺠営借家 給与住宅 間借り  住宅に住む 
一般世帯 

H12 3,625  310  616  807  33  5,391  
67.2% 5.8% 11.4% 15.0% 0.6% 100.0% 

H17 3,723  370  679  898  33  5,703  
65.3% 6.5% 11.9% 15.7% 0.6% 100.0% 

H22 3,796  373  654  806  62  5,691  
66.7% 6.6% 11.5% 14.2% 1.1% 100.0% 

H27 3,817  363  723  840  95  5,838  
65.4% 6.2% 12.4% 14.4% 1.6% 100.0% 

資料：各年国勢調査結果（総務省統計局） 

 

図 ２-15 住宅所有関係別世帯構成比の推移 
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２ 空家等の現状 
 

（１）住宅数、空家数 
本町の住宅数は平成 25 年現在で 6,670 戸であり、そのうち空家等は 900 戸、空家率は

13.5％となっています。 

空家率は全道の 14.1％と比較して若干低いですが、平成 20 年より増加しています。 

空家等の内訳をみると、「賃貸用の空家」が 25.6％と約 1/4 で、市場に流通せず、長期

に渡って不在であるなどの「その他の住宅」が６割強を占めています。 

 

表 ２-17 住宅数の比較 

  
      d=b-a e=b/a      f=c/b 

a.普通世帯数    b.住宅数 c.空家数 住宅の過不⾜ 住宅の過不⾜率 空家率 
（世帯） （⼾） （⼾） （⼾） （％） （％） 

北海道 2,355,600  2,746,600  388,200  391,000  116.6% 14.1  
別海町 5,740  6,670  900  930  116.2% 13.5 

資料：平成 25 年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局） 

 

表 ２-18 住宅数の推移 

  
      d=b-a e=b/a      f=c/b 

a.普通世帯数    b.住宅数 c.空家数 住宅の過不⾜ 住宅の過不⾜率 空家率 
（世帯） （⼾） （⼾） （⼾） （％） （％） 

H15 5,390  6,310  830  920  117.1% 13.2  
H20 5,660  6,410  660  750  113.3% 10.3  
H25 5,740  6,670  900  930  116.2% 13.5  

資料：各年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局） 

 

表 ２-19 空家の内訳 
  空家総数 ⼆次的住宅 賃貸⽤の住宅 売却⽤の住宅 その他の住宅 

北海道 388,200  12,100  224,300  12,400  139,500  
100.0% 3.1% 57.8% 3.2% 35.9% 

別海町 
900  80  230  10  570 

100.0% 8.9% 25.6% 1.1% 63.3% 
資料：平成 25 年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局） 
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（２）空家等の数 
本町における戸建空家等の数は「別海町空き家等実態調査」（平成 29 年度）によると、

空家候補は 109 件あり、そのうち空家の可能性が高いものが 53 件（48.6％）となってい

ます。 

 

表 ２-20 空家等の可能性             図 ２-16 空家等の可能性割合 

字名 
空家等の可能性 

計 低い（経過
観察） 

高い（要詳細
調査） 

別海新栄町   6 6 
別海常盤町 3 2 5 
別海宮舞町 2   2 
別海⻄本町 1   1 
別海旭町 6 4 10 
別海寿町   1 1 
別海緑町   2 2 
別海川上町 4   4 
別海   2 2 
中⻄別本町   2 2 
本別海 4 1 5 
中春別 1   1 
中春別東町 1 2 3 
中春別南町   2 2 
⻄春別 1 1 2 
⻄春別本久町 1 3 4 
⻄春別宮園町 1   1 
⻄春別幸町   3 3 
⻄春別駅前寿町 5 6 11 
⻄春別駅前錦町 3 3 6 
⻄春別駅前栄町 3 2 5 
⻄春別駅前⻄町 1 2 3 
⻄春別駅前曙町 3   3 
上春別緑町 2   2 
上春別旭町 1 1 2 
上春別南町 1 1 2 
上春別栄町 1   1 
尾岱沼   3 3 
尾岱沼潮⾒町 4 1 5 
尾岱沼港町 5 2 7 
尾岱沼岬町 1   1 
上風連 1 1 2 

計 56 53 109 
 

低い
56件
51%

高い
53件
49%
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表 ２-21 字別空家等候補の割合 

字名 面積 建築物
数 

空家候
補 

空家等 
可能性
（高） 

空家候補
割合 

空家等可能
性（高）割

合 
１ha 当たり

の件数 
１ha 当たり

の割合 

（km2） （棟） （件） （件） （％） （％） （ha/件） （％） 
別海新栄町 0.3 124 6 6 4.8% 4.8% 0.19 0.2% 
別海常盤町 0.3 216 5 2 2.3% 0.9% 0.16 0.1% 
別海宮舞町 0.6 210 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
別海⻄本町 0.2 44 1 0 2.3% 0.0% 0.06 0.1% 
別海旭町 0.4 257 10 4 3.9% 1.6% 0.26 0.1% 
別海寿町 0.4 157 1 1 0.6% 0.6% 0.03 0.0% 
別海緑町 0.6 184 2 2 1.1% 1.1% 0.03 0.0% 
別海鶴舞町 0.6 76 2 0 2.6% 0.0% 0.03 0.0% 
別海川上町 0.7 414 4 0 1.0% 0.0% 0.05 0.0% 
別海 168.1 523 2 2 0.4% 0.4% 0.00 0.0% 
中⻄別本町 0.1 14 2 2 14.3% 14.3% 0.23 1.6% 
中⻄別光町 0.2 8 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
中⻄別朝⽇町 0.2 3 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
中⻄別緑町 0.1 8 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
中⻄別 134.5 231 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
奥⾏ 67.0 47 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
⾛古丹 22.5 65 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
本別海 30.8 102 5 1 4.9% 1.0% 0.00 0.0% 
中春別 124.1 201 1 0 0.5% 0.0% 0.00 0.0% 
中春別東町 0.2 97 3 2 3.1% 2.1% 0.15 0.2% 
中春別⻄町 0.1 29 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
中春別南町 0.3 44 2 2 4.5% 4.5% 0.06 0.1% 
豊原 51.6 116 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
美原 66.3 96 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
大成 28.3 80 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
本別 28.4 68 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
⻄春別 148.6 345 2 1 0.6% 0.3% 0.00 0.0% 
⻄春別昭栄町 0.1 12 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
⻄春別本久町 0.5 19 4 3 21.1% 15.8% 0.08 0.4% 
⻄春別宮園町 0.3 24 1 0 4.2% 0.0% 0.03 0.1% 
⻄春別清川町 0.3 11 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
⻄春別幸町 0.3 26 3 3 11.5% 11.5% 0.12 0.4% 
⻄春別駅前寿町 0.1 77 11 6 14.3% 7.8% 1.05 1.4% 
⻄春別駅前錦町 0.4 65 6 3 9.2% 4.6% 0.15 0.2% 
⻄春別駅前栄町 0.1 88 5 2 5.7% 2.3% 0.34 0.4% 
⻄春別駅前⻄町 0.4 89 3 2 3.4% 2.2% 0.08 0.1% 
⻄春別駅前柏町 0.3 29 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
⻄春別駅前曙町 0.3 111 3 0 2.7% 0.0% 0.11 0.1% 
泉川 58.6 112 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
矢臼別 97.5 2 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
上春別 99.5 254 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
上春別緑町 0.2 13 2 0 15.4% 0.0% 0.13 1.0% 
上春別旭町 0.2 10 2 1 20.0% 10.0% 0.12 1.2% 
上春別南町 0.1 27 2 1 7.4% 3.7% 0.29 1.1% 
上春別栄町 0.1 16 1 0 6.3% 0.0% 0.09 0.6% 
床丹 46.4 85 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 
尾岱沼 27.5 72 3 3 4.2% 4.2% 0.00 0.0% 
尾岱沼潮⾒町 0.8 218 5 1 2.3% 0.5% 0.06 0.0% 
尾岱沼港町 0.3 115 7 2 6.1% 1.7% 0.23 0.2% 
尾岱沼岬町 0.5 36 1 0 2.8% 0.0% 0.02 0.1% 
上風連 119.0 152 2 1 1.3% 0.7% 0.00 0.0% 
野付 0.0 0 0 0 ― ― 0.00 ― 
野付 0.1 0 0 0 ― ― 0.00 ― 
野付 0.1 0 0 0 ― ― 0.00 ― 
野付 12.6 18 0 0 0.0% 0.0% 0.00 0.0% 

町全体 1,342.0 5,440 109 53 2.0% 1.0% 0.00 0.0% 
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（３）空家等の劣化状況 
空家等の劣化状況をみると、建物の屋根や外壁等に損傷がある「不良」とされる建物が

最も多く 54 件（49.5％）あり、次いで建物の状態に特に問題がない「良好」な建物が 46

件（42.2％）、建物の屋根や外壁等に損傷があり、傾きも確認された「危険」な建物が 9

件（8.3％）となっています。 

 

表 ２-22 字別空家等の状態             図 ２-17 空家等の状態割合 

字名 空家等の状態 計 良好 不良 危険 
別海新栄町   5 1 6 
別海常盤町 4 1   5 
別海宮舞町 2     2 
別海⻄本町   1   1 
別海旭町 6 4   10 
別海寿町   1   1 
別海緑町   2   2 
別海川上町 4     4 
別海   2   2 
中⻄別本町     2 2 
本別海 2 3   5 
中春別   1   1 
中春別東町   3   3 
中春別南町   2   2 
⻄春別   2   2 
⻄春別本久町 1 1 2 4 
⻄春別宮園町   1   1 
⻄春別幸町   3   3 
⻄春別駅前寿町 6 3 2 11 
⻄春別駅前錦町 5 1   6 
⻄春別駅前栄町 2 2 1 5 
⻄春別駅前⻄町   3   3 
⻄春別駅前曙町 2 1   3 
上春別緑町 1 1   2 
上春別旭町   1 1 2 
上春別南町 2     2 
上春別栄町   1   1 
尾岱沼 1 2   3 
尾岱沼潮⾒町 3 2   5 
尾岱沼港町 2 5   7 
尾岱沼岬町 1     1 
上風連 2     2 

計 
46 54 9 109 

42.2% 49.5% 8.3% 100.0% 
 

  

良好
46件

42.2%

不良
54件

49.5%

危険
9件

8.3%
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（４）地区別の空家等の現状 
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３ 空家等所有者の意向 
 

（１）意向調査概要 
 

調査の目的 
空家等所有者に対して、空家等の管理状況、北海道空き家情報バンクの登録希望等に

ついて確認するためにアンケート調査を実施しました。 

 

調査概要 
・配布回収：郵送 

・調査対象：平成 29 年度の別海町空き家等実態調査における空家候補の所有者 

・配布数：109 票 

・回収数：24 票 

・回収率：22％ 

 

 

（２）所有者の基礎情報 
 

年齢 
回答者の年齢は、多い順に「80 歳以上」25.0％、「65～69 歳」16.7％、「39 歳以下」「60

～64 歳」がそれぞれ 12.5％となっています。 

 

39 歳以下 40 歳代 50 歳代 60〜64
歳 

65〜69
歳 

70〜74
歳 

75〜79
歳 80 歳以上 無回答 回答数 

3 0 2 3 4 1 2 6 3 24 
12.5% 0.0% 8.3% 12.5% 16.7% 4.2% 8.3% 25.0% 12.5% 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

39歳以下
12.5%

40歳代
0.0%

50歳代
8.3%

60〜64歳
12.5%

65〜69歳
16.7%

70〜74歳
4.2%

75〜79歳
8.3%

80歳以上
25.0%

無回答
12.5%
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世帯構成 
回答者の世帯構成は、多い順に「夫婦のみ」25.0％、「単身（一人暮らし）」20.8％とな

っています。 

 
単身 

(一人暮らし) 夫婦のみ 親と子ども 親と子、孫 その他 無回答 回答数 
5 6 3 0 3 7 24 

20.8% 25.0% 12.5% 0.0% 12.5% 29.2% 100.0% 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）建物の維持管理の状況 
 

建物の維持管理の具体的内容（複数回答） 
建物の維持管理の具体的内容については、「建物の外部・内部に異常がないか目視で確

認」が 93.8％とほとんどの方が行っており、それ以外は「庭の草木の手入れ」が 43.8％、

「冬季のみ除雪・雪下ろし」が 25.0％の方が行っています。「業者へ代行依頼」を行って

いるのは 6.3％のみでした。 

 
建物の外部内部

異常がないか 
目視で確認 

庭の草木の 
手入れ 

冬季のみ除雪・
雪下ろし 

業者へ管理 
代⾏依頼 その他 有効回答数 

15 7 4 1 2 16 
93.8% 43.8% 25.0% 6.3% 12.5% 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

  

単身
(一人暮らし)

20.8%

夫婦のみ
25.0%

親と子ども
12.5%

親と子、孫
0.0%

その他
12.5%

無回答
29.2%

93.8

43.8

25.0

6.3

12.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建物の外部内部異常がないか目視で確認

庭の草木の手入れ

冬季のみ除雪・雪下ろし

業者へ管理代⾏依頼

その他
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管理が難しい理由（維持管理をしていない⽅）（複数回答） 
維持管理をしていない方の管理が難しい理由については、「高齢になったため」が

58.3％と最も多く、次いで「費用がかかる」33.3％、「手間がかかる」及び「遠方に住ん

でいるため」がそれぞれ 25.0％となっています。 

 

手間が 
かかる 

費⽤が 
かかる 

遠方に住ん
でいるため 

高齢に 
なったため 

頼む人が 
いない 

必要性を感
じていない 

特に 
利⽤はない その他 有効 

回答数 
3 4 3 7 1 0 2 0 12 

25.0% 33.3% 25.0% 58.3% 8.3% 0.0% 16.7% 0.0% 100.0% 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の空き家の状態の程度について 
現在の空家等の状態の程度については、「大規模修繕で住宅として利用可」及び「住宅

として利用不可」がそれぞれ 25.0％と最も多く、次いで「多少の修繕で住宅として利用

可」16.7％となっています。 

 

住宅とし
ていつで
も利⽤可 

多少の
修繕で
住宅とし
て利⽤

可 

大規模
修繕で
住宅とし
て利⽤

可 

住宅とし
て利⽤
不可 

住宅以
外でいつ
でも利⽤

可 

多少の
修繕で
住宅以
外の利
⽤可 

大規模
修繕で
住宅以
外の利
⽤可 

住宅以
外も利⽤

不可 
分からな

い その他 無回答 回答数 

3 4 6 6 1 0 0 2 1 0 1 24 
12.5% 16.7% 25.0% 25.0% 4.2% 0.0% 0.0% 8.3% 4.2% 0.0% 4.2% 100.0

% 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25.0
33.3

25.0
58.3

8.3
0.0

16.7
0.0

0% 20% 40% 60% 80%

手間がかかる
費⽤がかかる

遠方に住んでいる為
高齢になった為
頼む人がいない

必要性を感じていない
特に利⽤はない

その他

12.5
16.7

25.0
25.0

4.2
0.0
0.0

8.3
4.2

0.0
4.2

0% 10% 20% 30%

住宅としていつでも利⽤可
多少の修繕で住宅として利⽤可
大規模修繕で住宅として利⽤可

住宅として利⽤不可
住宅以外でいつでも利⽤可

多少の修繕で住宅以外の利⽤可
大規模修繕で住宅以外の利⽤可

住宅以外も利⽤不可
分からない

その他
無回答



25 

（４）建物の今後の活用について 
 

今後の活用⽅法（複数回答） 
今後の活用方法については、「解体したい」が 33.3％と最も多く、次いで「売却したい」

25.0％、「自分または家族が使用したい」12.5％となっています。「町に寄付したい」も

8.3％あります。 

 
自分または家

族が使⽤ 
したい 

誰かに 
貸したい 解体したい 売却したい 町に 

寄付したい その他 無回答 回答数 

3 2 8 6 2 2 1 24 
12.5% 8.3% 33.3% 25.0% 8.3% 8.3% 4.2% 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

活用・解体・売却等の時期（活用を考えている⽅） 
活用・解体・売却の時期について、活用等の予定ありと回答した方からは１件のみで、

ほとんどは「未定」または「無回答」となっています。 

 

活⽤等予定あり 未定 無回答 回答数 
1 10 13 24 

4.2% 41.7% 54.2% 100.0% 
 

 

 

 

 

 

家賃・解体費用・売却価格（活用を考えている方） 

 
価格 未定 無回答 回答数 

0 7 17 24 
0.0% 29.2% 70.8% 100.0% 

 

 

 

 

 

  

12.5 8.3 33.3 25.0 8.3 8.3 4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自分または家族が使⽤したい 誰かに貸したい 解体したい
売却したい 町に寄付したい その他
無回答

4.2 41.7 54.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

活⽤等予定あり 未定 無回答

0.0 29.2 70.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

価格あり 未定 無回答
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今後の活用にあたり、不安なこと・懸念事項（複数回答） 
今後の活用に当たり、不安なこと、懸念事項については、「解体したいが、費用支出困

難」が 72.2％ととりわけ多く、次いで「売却や貸し出したいが、依頼先不明（手続面倒）」

が 16.7％、「売却や貸し出したいが、買い手・借り手がいない」「売却や貸し出したいが、

改修費用支出困難」「解体、更地で固定資産税等が上がる」がそれぞれ 11.1％となってい

ます。 

 

特にない 
売却や貸し
出したいが、
依頼先不明 
(手続面倒) 

売却や貸し
出したい
が、買い

手・借り手
がいない 

売却や貸し
出したい

が、荷物の
処分困難 

売却や貸し
出したい

が、改修費
⽤支出困

難 

解体したい
が、費⽤支

出困難 

解体、更地
で固定資
産税等が
上がる 

相続したの
で自分一
人で判断

不可 
その他 有効 

回答数 

1 3 2 1 2 13 2 1 3 18 
5.6% 16.7% 11.1% 5.6% 11.1% 72.2% 11.1% 5.6% 16.7% 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）『北海道空き家情報バンク』について 
 

『北海道空き家情報バンク』の存知 
「北海道空き家情報バンク」については、「知っている」20.8％、「知らなかった」

62.5％、「無回答」16.7％となっており、「知らなかった」が過半を占めています。 

 

知っている 知らなかった 無回答 回答数 
5 15 4 24 

20.8% 62.5% 16.7% 100.0% 
 

 

 

 

 

  

5.6
16.7

11.1
5.6

11.1
72.2

11.1
5.6

16.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

特にない
売却や貸し出したいが、依頼先不明（手続面倒）

売却や貸し出したいが、買い手・借り手がいない
売却や貸し出したいが、荷物の処分困難

売却や貸し出したいが、改修費⽤支出困難
解体したいが、費⽤支出困難

解体、更地で固定資産税等が上がる
相続したので自分一人で判断不可

その他

20.8 62.5 16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らなかった 無回答
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『北海道空き家情報バンク』への興味 
「北海道空き家情報バンク」への興味については、「興味あるが利用できない。又は利

用したくない」が 25.0％、「興味あるので、内容を詳しく知りたい」が 20.8％、「条件に

よっては利用したい」12.5％と興味を示す回答が多いものの、「興味があり利用したい」

は無しとなっています。 

 

興味あり 
利⽤希望 

興味あり 
詳細内容希望 

条件により 
利⽤希望 

興味あるも 
利⽤不可 興味なし 無回答 回答数 

0 5 3 6 5 5 24 
0.0% 20.8% 12.5% 25.0% 20.8% 20.8% 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

利用しない理由（複数回答） 
上記で「興味あるが利用できない。又は利用したくない」と回答した方のその理由は、

「解体予定」は 83.3％とほとんどを占めています。 

 

利⽤中または
利⽤予定 

売却または貸
出予定 解体予定 不動産業者に

頼みたい 
当事者間交渉

が不安 その他 有効 
回答数 

0 0 5 0 1 1 6 
0.0% 0.0% 83.3% 0.0% 16.7% 16.7% 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.0

0.0

83.3

0.0

16.7

16.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

利⽤中または利⽤予定

売却または貸出予定

解体予定

不動産業者に頼みたい

当事者間交渉が不安

その他

0.0 20.8 12.5 25.0 20.8 20.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

興味あり、利⽤希望 興味あり、詳細内容希望 条件により利⽤希望
興味あるも利⽤不可 興味なし 無回答
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（６）空家の管理・活用に関する町への要望について 
空家の管理・活用に関して町に望む対策については、「空家の解体に対する助成制度」

が 66.7％ととりわけ多く、次いで「空家の修繕や改修に対する助成制度」「空家活用方法

についてのアドバイスや情報がほしい」がそれぞれ 16.7％となっています。 

 

売却・貸す場
合の相手等
の情報が 
ほしい 

維持管理に
関する情報

がほしい 
修繕等の助

成制度 
解体に対す
る助成制度 

空家活⽤方
法の情報が

ほしい 
特にない その他 有効 

回答数 

2 1 3 12 3 2 1 18 
11.1% 5.6% 16.7% 66.7% 16.7% 11.1% 5.6% 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）その他、空家管理・活用について⾃由記述 
・建物については親が国から借りていたはず。土地も親名義ではないと思う。 
・特になし。 
・現地で案内（内覧）する協⼒者がいるだけでも助かると思います。 
・ご⼼配かけております。早急に結論を出したいと思っております。よろしくお願いします。 
・解体し更地にし売却したいがお⾦の面で（解体費⽤）空き家の解体に対し助成制度が有れば教えて下さい。 

 

 

 

 

 

 

11.1

5.6

16.7
66.7

16.7

11.1

5.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

売却・貸す場合の相手等の情報がほしい

維持管理に関する情報がほしい

修繕等の助成制度

解体に対する助成制度

空家活⽤方法の情報がほしい

特にない

その他
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４ 関連計画の位置づけ 
 

（１）北海道の関連計画 
 

空き家等対策に関する取組⽅針 
計画期間 2016（平成 28）年度～2025 年度（令和３年３月見直し） 

策定目的 住宅ストックの循環利用や生活環境の保全に向けて、空き家等の有効な活

用などに取り組むとともに、市町村の空き家等対策を積極的に支援するこ

とを目的とし、取組方針を定めることとしました。 

取組方針 （１）空き家等の活用の促進 

（２）市町村への支援 

（３）道民への周知・啓発 

空家関連 

個別施策 

（１）空き家等の活用の促進 

○北海道空き家情報バンクの運営 

・北海道空き家情報バンクの運営と掲載情報の拡充 

・空き家等の活用アイディアやニーズを募り、マッチングを行う。 

○住宅ストックとしての活用の推進 

・北海道住宅検査人制度を活用したインスペクションの推進 

・北海道Ｒ住宅の取組の推進 

・性能向上リフォームの推進 

・空き家を活用したサービス付き高齢者向け住宅やセーフティネット住

宅の供給の推進 

○住宅以外の幅広い用途での活用の促進、古民家の活用の促進 

・幅広い用途での空き家等の活用について、先進事例などの情報収集と市

町村等との情報共有 

・古民家の活用について、先進事例などの情報収集と市町村等との情報共

有 

（２）市町村への支援 

○人材・担い手の育成の支援 

・本道の特性等を踏まえた空き家の相談や調査に対応するマニュアル・手

引きの作成 

・マニュアル・手引きを活用した人材育成のための研修会等の開催 

・民間事業者等の取組との連携の促進 

○空き家相談会の開催 

・空き家相談会の開催 

○市町村空き家等対策相談会の開催 

・市町村が空き家等対策の業務において抱えている問題などについて、宅

地建物取引業協会や司法書士会などと連携して、助言などを行う市町村

空き家等対策相談会の開催 
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○空き家等対策連絡会議の開催 

・空き家等対策に関する先進事例などの情報収集 

・空き家等対策連絡会議の開催、情報収集 

○大規模空き建築物対策の支援 

・大規模空き建築物対策に関する先進事例、事業・制度などの情報収集 

・大規模空き建築物対策に関する意見交換会の開催、情報収集 

・国に対する事業制度の創設や拡充、国庫補助交付金の確保、拡充などを

提案、要望 

○継続する取組 

・市町村空家等対策計画の策定の促進 

・特定空家や危険な状態にある空き家の除却等の促進 

・国に対する必要な制度や予算の提案、要望 

（３）道民への周知・啓発 

○所有者等に対する意識啓発 

・所有者等に対する意識啓発のための広報資材や周知方法などの開発と

市町村への提供 

○ガイドブックの作成・更新・配布など 

・ガイドブックの作成・更新、配布 

・ホームページでの情報の提供 
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（２）町の関連計画 
 

第７次別海町総合計画 
計画期間 平成 31 年度～令和 10 年度 

策定目的 まちづくりを進めるうえでの指針として本町が目指す今後 10 年間の将来

像の実現に向けて取り組みを進めるものとして、本計画がまちづくりの共

通目標として幅広い層に親しまれ、多くの町民の参画・協議のもと、行政

と一体となり別海町を想像していくことを目指しています。 

計画目標 《別海町の将来像》 

人がつながり 未来につながる 海と大地に夢があふれるまち 

～ いつも心に広がるふるさと べつかい ～ 

《基本目標》 

１ 地域瀬減を生かした産業のまち 

  海と大地が輝く 豊かで活力のある産業づくり 

２ 人と自然が調和するまち 

  緑と水がきらめく 調和のとれた環境づくり 

３ 共に支え合い、健やかに暮らせる福祉のまち 

  未来を拓く 誰もがやさしい地域づくり 

４ 生涯を通じて人と文化を育む学びのまち 

  地域ぐるみで 心豊かなまちづくり 

５ 安全に、安心して住み続けられるまち 

  うるおいのある 快適な居住環境づくり 

６ 参画と協働で共につくるまち 

  ともに築く「べつかい」のまちづくり 

住宅関連 

施策 

《主要施策》 

（２）住みよい住宅の提供 

未利用地の中に住宅地として分譲可能な土地がないか検討します。ま

た、「耐震改修促進計画」に基づいて、耐震診断及び耐震改修を促進し

ます。さらに、空き家等の発生抑制のため、所有者への情報発信・意識

啓発や利活用・解体補助等の支援に向けた施策を進めます。また、関係

部署が連携し、移住定住施策や危険空き家等への対応に向けて取り組み

ます。 

《主要事業》 

既存住宅耐震

改修補助事業 

町民の安全・安心を確保し、災害発生時の住宅の

倒壊などによる被害を軽減するため、耐震改修費

用の一部を補助し、既存住宅の耐震化率を向上し

ます。 

町有地の分譲 未利用の再利用検討を行い、可能なものを住宅地

として分譲します。 
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第 2 期別海町まち・ひと・しごと創⽣総合戦略 
計画期間 令和２年度～令和６年度 

策定目的 全国的な出生数の減少が続いており、将来的な人口減少と少子高齢化は依

然として深刻な状況にあり、また、人口の東京圏への一極集中の傾向が続

き、歯止めがかかる状況にありません。 

これらの課題に対応するため、人口減少問題を発端とする就業者や担い手

の確保、少子化に伴う児童・生徒数の減少による学級数の維持、高齢化に

よる要支援・要介護者の増加などへの対応を主な目的として、「第２期別

海町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、町民、企業や関係団体

等と問題意識、今後町が目指すべき方向及び目標を共有し、暮らしやすい

まち、住み続けたいまちづくりの推進に取り組みます。 

計画目標 《基本目標》 

１ 町の産業を担う次世代へ安定した雇用を創出し、これを支える人材を育て

活かす。 

２ 魅力あふれる地域資源・地域特性を活かした新しいひとの流れを創造す

る。 

３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる、誰もが活躍できる地域社会をつく

る。 

４ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る。 

空家関連 

施策 

２ 魅力あふれる地域資源・地域特性を活かした新しいひとの流れを創造する 

（ウ）移住促進を図る移住体験施設の整備 

関係団体と連携し、都市部等への移住プロモーション活動を展開すると

ともに、市街地に移住体験施設整備を推進します。 

重要業績評価指標（ＫＰＩ）：移住体験施設利用者数 

（目標）令和６年度 １５人 

（具体的な施策） 

事業名 内容 

移住定住促進事業 移住促進に係る情報発信、都市部へのプロモーショ

ン活動によって、移住定住希望者への啓発を実施

し、移住体験施設の整備について推進します。 

地域おこし協力隊推進事

業 

【移住定住】地域外の人材を積極的に受け入れ、地

域協力活動をする中で、その定着（定住）を図ると

ともに、移住者から見たまちの魅力や改善点等を明

確にすることで、移住・定住施策を充実します。 

３ 時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守る 

（イ）市街地の活性化 

市街地における空き地や空き家、空き店舗などの有効な利活用及び中心

市街地活性化に向けた各種取り組みを実施し、町内経済の活性化を図りま

す。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ）：空き店舗活用に対する支援数  

（目標）令和６年度 ２件 

重要業績評価指標（ＫＰＩ）：町有宅地分譲数（期間累計） 

（目標） 令和６年度 ８区画 

（具体的な施策） 

事業名 内容 

町有地分譲事業 未利用地の再利用を検討し、市街地の活性化や

定住人口の増加を図るための土地として分譲し

ます。 

起業家支援事業 地域経済の活性化と雇用の促進を図ることを目

的として、新たに起業する町民、新分野進出及

び空き店舗の利用により経営拡大を図る町内の

事業者に対し、開業経費の一部を支援します。 
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別海町住⽣活基本計画 
計画期間 2018（平成 30）年度～2027 年度 

策定目的 近年の急激な少子高齢化の進展、地球規模での環境への意識の高まり、空

き家問題など、住環境を取り巻く社会情勢が大きく変化していることに加

え、町における住宅施策についても住宅確保要配慮者の居住の安定確保に

向けての新たな課題や住宅耐震化率の目標未達成等優先課題の積み残し

もあり、既存計画を見直し、新たな計画の策定実施が急務となっています。 

また、国による「全国計画」の見直しや北海道の「北海道住生活基本計画」

の見直しもあり、町においても新たな計画の策定を行うものとします。 

計画目標 《基本理念》 

～笑顔あふれる豊かさ実感のまち べつかい～ 

安全・安心で ゆとりある 快適な定住環境づくり 

《目標》 

１．若年世帯や子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現 

２．地域で支え合い高齢者が安心して暮らせる住生活の実現 

３．住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

４．「きた住まいる」制度を活用した新たな住宅循環システムの構築 

５．リフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新 

６．空き家等の活用・適性管理の推進 

７．地域を支える住宅関連産業の振興 

８．魅力ある持続可能な住環境の維持・向上 

空家関連 

施策 

目標６．空き家の活用・適性管理の推進 

＜施策の方向性＞ 

①空き家対策の推進 

・老朽化し耐震等の性能が低い空き家の除去や建替えなど、別海町の空

き家対策の円滑な推進に向けた支援を進めます。 

 

②空き家対策に関する情報提供 

・町民の空き家等に関する情報の理解と適正管理の推進に向け、「別海

町空き家対策計画」等をはじめとする各種情報提供を進めます。また、

空き家等の活用に向けては、全道を対象とする「北海道空き家バンク」

等の活用など、町民への周知・啓発を進めます。 

 

＜成果指標＞ 

指標 基準値 目標値 

①空き家対策計画の策定 

（計画を基にした空き家対策の推進） 

未策定 

（平成 29 年） 

計画策定 

（平成 39 年） 
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別海町耐震改修促進計画 
計画期間 2018（平成 30）年度～2022 年度 

策定目的 国の基本方針や北海道耐震改修促進計画に基づき、大規模地震が発生した

場合の建築物の倒壊などの被害及びこれに起因する生命、身体、財産等の

被害を未然に防止するため、既存建築物の耐震診断及び耐震改修を促進す

ることにより、町内における建築物の耐震性の向上を図ることを目的とし

ます。 

計画目標 １ 住宅・建築物の地震防災対策に関する啓発、知識の普及 

２ 耐震診断・改修の促進を図るための支援や環境整備 

３ 耐震診断・改修を担う人材の技術向上 

空家関連 

事項 

 

○所有者の役割 

住宅・建築物の所有者は、地震防災対策が自らの生命や財産の保全に

つながるとともに、隣接する建築物や道路へ及ぼす被害の抑制といった

都市機能の保持にも大きく影響することを認識し、自らの問題のみなら

ず、地域の問題といった意識を持って、主体的に地震に対する安全性を

確保するとともに、その向上を図るよう努めるものとします。 
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３章 空家等対策の基本的な⽅針 
前章における空家等の現状を踏まえ、本計画における空家等対策の取り組み方針を以

下に定め、方針に沿った施策を展開します。 

 

⽅針１ 空家化の予防 
所有者等に対し、良質な住宅の維持管理や空家化の予防に関する様々な情報提供を行

い、空家の発生を予防します。 

 

具体的な対策 
（１）良質な既存住宅の形成 

（２）空家化の予防に向けた意識啓発 

 

 

⽅針２ 空家等の適正管理と利活用の促進 
法第３条において「空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、

空家等の適切な管理に努めるものとする。」と規定されているとおり、空家等は所有者等

が自らの責任により適正な管理に努めることが原則です。 

町は、所有者等が空家等を適切に管理していただくよう、空家等の管理に関する情報発

信・意識啓発や所有者への支援を行います。 

また、移住・定住希望者が空家など住情報を容易に取得できる環境の整備を進めます。 

 

具体的な対策 
（１）空家等適正管理の促進 

（２）空家等の利活用の促進 

 

 

⽅針３ 管理不全な空家等の解消 
空家等が適切に管理されていないために、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼし

ている場合は、所有者等に法や条例に基づく指導等の措置を行うほか、解体補助制度等の

支援により、所有者等による除却を促していきます。 

 

具体的な対策 
（１）管理不全な空家等への対応 

（２）特定空家等の解消 
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４章 空家等の対策 
 

空家の状態 取組⽅針 具体的な対策 主な取り組み 
 方針１ 空家

化の予防 

（１）良質な既

存住宅の形成 

〇既存ストックの良質化の促進 

〇相談窓口の充実 

（２）空家化の

予防に向けた意

識啓発 

〇パンフレットやインターネットを活用した意

識啓発 

〇セミナー等の開催による意識啓発 

 方針２ 空家

等の適正管理

と活用の促進 

（１）空家等適

正管理の促進 

〇空家等の所有者等への情報提供 

〇空家等の継続的な実態把握のための取り組み

推進 

〇空家等情報のシステム・データベース化 

〇空家管理に関するサービス展開の可能性の検

討 

（２）空家等の

利活用の促進 

〇空家等情報バンクを活用した流通促進 

〇空家等の寄付制度の検討 

 方針３ 管理

不全な空家等

の解消 

（１）管理不全

な空家等への対

応 

〇所有者等不在の空家等への対応 

〇不良住宅等に対する除却補助制度の創設 

（２）特定空家

等の解消 

〇特定空家等の認定 

〇特定空家等に対する措置 

〇危険な空家等に対する助言等（特定空家等以

外） 
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⽅針１ 空家化の予防 
 

（１）良質な既存住宅の形成 
 

既存ストックの良質化の促進 
既存住宅を良質な状態で維持することにより、資産価値の向上や住宅の長寿命化が図

られます。また、ある程度劣化が進む空家を取得した場合に適切な改修等を実施すること

で良質な住宅へ再生することが可能です。 

町では、これまで国・道の補助制度を活用して、住宅の耐震改修費用に対する補助制度

を設けていましたが利用者が少ないこと等から、制度の活用促進を図るため平成 30 年度

にその内容を見直しました。さらに耐震改修に伴う耐震補強設計費用、耐震性能を有して

いない住宅の建替え費用、除却費用に対する補助制度を設けており、これらにより総合的

な耐震化率向上の促進を図ります。 

また、耐震改修以外にも断熱性能の向上等、住宅性能向上リフォームや住宅性能の適切

な維持管理の促進など、良質な既存住宅ストックの形成に向けた取り組みを推進します。 

 

表 ４-1 耐震改修に係る補助の概要 
補助の対象要件 ・昭和 56 年 5 月 31 日以前に着工された戸建て住宅、長屋、共同住宅。 

・店舗併用住宅は店舗部分の床面積が全体の床面積の 2分の 1未満のものであること。 

・町に住所を有し、対象住宅を所有かつ居住していること。 

・町に納付すべき町税等を滞納していないこと。 

補助金の交付額 耐震診断 上限額 8万 9千円 

（耐震診断に掛かった費用が 8万 9千円以下である場合は、掛かった費用が上限。） 

補強設計 上限額 10 万円 

（補強設計に掛かった費用が 10 万円以下である場合は、掛かった費用が上限。） 

耐震改修工事・解体工事及び建替え工事 
工事に掛かる費用が、 

100 万円未満の場合は、上限額 20 万円 

100 万円以上 200 万円未満の場合は、上限額 30 万円 

200 万円以上 300 万円未満の場合は、上限額 50 万円 

300 万円を超える場合は、上限額 70 万円 

（耐震改修及び解体工事に掛かった費用が 20 万円以下である場合は、掛かった費用が上限。） 

 

相談窓口の充実 
耐震診断・改修等の耐震化の促進に総合的に対応する相談窓口を設置します。さらに

北海道で行っている住宅の技術相談及び法律相談窓口としての根室振興局建設指導課、

（財）北海道建築指導センターと連携して専門家による相談対応を行っていきます。ま

た、耐震診断、改修に係る相談のみならず、木造住宅に関する一般的な相談やリフォー

ムに関する相談など総合的な相談窓口と考えていきます。 
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（２）空家化の予防に向けた意識啓発 
 

パンフレットやインターネットを活用した意識啓発 
空家となってから長期間が経過してしまうと、劣化が進み維持管理等の負担が増すと

ともに、近隣の生活に支障がでる恐れがあります。 

そのため、幅広く町民に対して空家等に関する問題意識を高め、適切な維持管理の重要

性を促すための情報発信や、空家等となることを防ぐための解体、売買等に関する具体的

な項目、相談窓口についての情報発信を町ホームページや広報などを活用するとともに、

町民向け空家等対応マニュアルを作成し広く啓発を図ります。 

特に、単身高齢者世帯や高齢者夫婦世帯が自宅の将来について考えていただけるよう、

高齢者と接する様々な機会を活用して効果的に情報を発信していきます。 

 

セミナー等の開催による意識啓発 
空家セミナーを開催し、相続人となる者のいない所有者に対し、亡くなられた後の段取

り等の周知・啓発を行い、空家問題の生前解決を推奨していきます。 

また、外部の専門家団体等との協力関係を構築を進め、空家の相談に早期に対処できる

ように連携体制の整備を行います。 

 

（３）国による財政措置の活用 
前記（１）及び（２）の施策の推進に当たっては、国が所管する補助事業など財政上

の支援措置を積極的に活用します。 
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⽅針２ 空家等の適正管理と利活用の促進 
 

（１）空家等適正管理の促進 
 

空家等の所有者等への情報提供 
所有者等アンケートでは、空家等の維持管理をしていない方の理由について「高齢にな

ったため」が最も多く、ついで「費用がかかる」「手間がかかる」でした。 

所有者等が空家等の維持管理に対して重要性などを認識していないために空家等が放

置され、その結果、周囲に様々な影響を及ぼす可能性があります。 

こうした空家等の問題を認識し、適切な維持管理、売却・賃貸などの市場流通手法など、

所有者等に対して的確に情報が伝わるよう幅広く行います。 

 

空家等の継続的な実態把握のための取り組み推進 
関係部局が連携して新たな空家等を把握するための調査体制の構築を進めます。 

また、将来の空家予備軍ともなる単身高齢者の状況について、町と社会福祉協議会、自

治会等が連携して、高齢者の日常的な生活の場での支援の中で、空家等になるリスクの高

い高齢者の住まいの問題を把握し所有者と家族との間で将来的な相続に関する話し合い

をすることなどを推奨していきます。 

 

空家等情報のシステム・データベース化 
空家等について、平成 29 年度に実施した空家等実態調査結果を基にデータベースの整

備を行うとともに、空家法に基づき、空家候補の所有者等を対象に実態把握のための意向

調査を実施しました。今後、データベースの円滑な活用や空家等情報の管理、空家等対策

の効果的・効率的な実施を目的として「空家等管理システム」の導入及び継続的な情報の

更新について検討します。 

 

空家等管理に関するサービス展開の可能性の検討 
空家等の所有者等が遠方に居住している場合などは、空家等の売却・賃貸に向けた活動

のほか、空家等の定期的な管理が困難であるために、空家等の劣化が進んでしまう可能性

があります。 

そのため、町内の関連団体ほか民間事業者・地域住民等による定期巡回等維持管理サー

ビスの可能性について情報を共有しながら検討を進めます。 
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（２）空家等及び空家等の跡地の利活用の促進 
 

空家等情報バンクを活用した流通促進 
空家等の利活用については、「北海道空き家情報バンク」を活用し、利用希望者への情

報提供を促進します。 

有効に機能させるためには、登録物件を十分確保することが必要であり、空家等所有者

への制度の周知を推進します。 

 

空家等の寄付制度の検討 
空家等、空き地の所有者等から町への寄付の申し出に関する相談が寄せられる場合が

あり、利活用の手法としては、迅速な対応が可能となる有効な手法でありますが、維持管

理や除却に要する費用が町の負担となることから、一定の基準に基づく慎重な判断が求

められるため、寄付制度については検討を進めます。 

 

⽀援制度の検討 
町内の空家等を有効活用し移住や地域コミュニティの促進を図るため、空家等の改修工事 

等の補助制度について検討します。 

また、金融機関で空家等対策に関するリフォームなどの資金融資制度を設けているこ 

とから、金融機関と連携して制度の紹介などを行います。 

 

町の施策に基づく活用の検討 
空家等の問題は、その所有者等が解消することが前提ですが、子育て世帯への支援や

地域のニーズに合わせた活用の促進など、新たな課題に対応するため、町においても民

間事業者等と連携し、または、直接町が主体となり活用することを検討します。 

 

（３）国による財政措置の活用 
前記（１）及び（２）の施策の推進に当たっては、国が所管する補助事業など財政上

の支援措置を積極的に活用します。 
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⽅針３ 管理不全な空家等の解消 
 

（１）管理不全な空家等への対応 
 

所有者等不在の空家等への対応 
所有者等の所在を特定できない場合や所有者等が死亡しており相続人が存在しないよ

うな空家等で近隣への影響が懸念されるような空家等については、「不在者財産管理人制

度・相続財産管理人制度」の活用について検討します。 

特定空家等に認定され、措置が必要と判断されたものの所有者等が不在のものについ

ては、法第 14 条第 10 項に基づく「略式代執行」について検討します。 

 

※不在者財産管理人制度 
従来の住所又は居所を去り、容易に戻る見込みのない者（不在者）に財産管理人がいない場合に、家

庭裁判所は、申立てにより不在者財産管理人を選任し、選任された不在者財産管理人は、不在者の財産

を管理、保存するほか、家庭裁判所の権限外行為許可を得た上で、不在者に代わって、遺産分割、不動

産の売却等を行うことができる制度。 

 

※相続財産管理人制度 
  相続人の存在、不存在が明らかでないとき（相続人全員が相続放棄をして、結果として相続する者が

いなくなった場合も含まれる。）に、家庭裁判所は申立てにより、相続財産の管理人を選任します。相

続財産管理人は、財産の清算を行い、清算後残った財産を国庫に帰属させる制度。 

 

不良住宅等に対する除却補助制度の創設 
劣化度が進み倒壊等危険な状態にある空家等については、早急な除却（解体）が求めら

れますが、除却には多額の費用が必要となります。そのため所有者等自身が除却費用を用

意することが困難である場合は、危険な空家等が存続し続けてしまいます。 

そこで町では、危険な空家等の除却工事にかかる費用の一部を補助する除却補助制度

について創設を検討し、所有者等の自発的な除却を促進します。 
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（２）特定空家等の解消 
 

特定空家等の認定 
老朽化が進み、特定空家等に該当するおそれのあるものに対して、町では「特定空家等

に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針」や、北海道の「市町村による

特定空家の判断の手引き」をもとに「特定空家等判定基準及び特定空家等判断基準マニュ

アル」を定め、現地調査による結果を参考に別海町空家等対策協議会及び別海町空家等対

策庁内検討会議で協議の上最終的に町長が認定します。 

 

特定空家等に対する措置 
特定空家等については、周辺の建築物や通行人等に対して悪影響をもたらすおそれが

あるかどうか、悪影響の程度と危険等の切迫性を勘案し、特定空家等に対する措置を講じ

る必要があるか別海町空家等対策協議会及び別海町空家等対策庁内検討会議にて協議の

上で、判断します。 

措置が必要であると判断された場合は、所有者等に対して法の規定及びガイドライン

に示す「助言又は指導」「勧告」「命令」「行政代執行」の措置を段階的に進めていきます。 

「勧告」を受けた特定空家等については、固定資産税に係る住宅用地特例の対象から除

外します。 

「勧告」、「命令」および「行政代執行」については、実施の是非について別海町空家等

対策協議会及び別海町空家等対策庁内検討会議にて協議した上で総合的に判断します。 

 

危険な空家等に対する助言等（特定空家等以外） 
特定空家等に該当しないと判断されたものの、近隣住民の生活に影響を及ぼすおそれ

のある空家等については、所有者等に対して適切な維持管理を促すとともに、法に基づく

助言や関係法令等（建築基準法、道路法、廃棄物処理法、消防法、火災予防条例及び行政

手続条例等）による行政指導を行うなど必要な措置を講ずることとします。 

 

（３）国による財政措置の活用 
前記（１）及び（２）の施策の推進に当たっては、国が所管する補助事業など財政上

の支援措置を積極的に活用します。 
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図 ４-1 特定空家及び不良住宅等対応フロー 
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５章 空家等対策の実施体制 
 

１ 空家等対策の実施体制 
空家等所有者や近隣住民等からの空家等に関する相談・問合せ・要望等については、多

岐にわたる内容であることから、庁内で横断的に対応するための情報の共有化と体制の

構築に取り組みます。 

 

（１）総合的な調整等 
・担当課   建築住宅課 

・主な内容  調査・情報集約、相談窓口対応、市民啓発・周知、補助制度、 

庁内調整等 

 

（２）個別対応 
空家等に関する相談等については、建築住宅課で内容を把握したのち、相談内容に応じ

て担当部署が個別に対応します。 

 

主な相談内容 主な担当部署 
建築物の倒壊、外壁、屋根等の破損、飛散に関すること 防災交通課 

ごみ・不法投棄に関すること 町民課 

雑草・立木に関すること 建築住宅課 

落書き・景観上の問題に関すること 建築住宅課 

防犯に関すること 防災交通課 

固定資産税等に関すること 税務課 

売却に関すること 
建築住宅課 

総合政策課 

賃貸に関すること 
建築住宅課 

総合政策課 

改修（補助金・業者紹介）に関すること 
建築住宅課 

商工観光課 

解体（補助金・業者紹介）に関すること 建築住宅課 

空き店舗等の活用に関すること 商工観光課 

定住移住、長期滞在に関すること 総合政策課 

ハチに関すること 町民課 

建築物の応急対応に関すること（緊急的な場合） 消防署 

火災、防火に関すること 消防署 

水栓管理に関すること 上下水道課 
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２ 協議会設⽴の検討 
空家等対策を進めるうえで、必要に応じて法に基づく「協議会」の設置を検討します。 

 

３ 計画の⾒直し 
本計画期間は５年間であり、計画期間終了に伴う計画の見直しにあたっては、別海町空

家等対策協議会及び別海町空家等対策庁内検討会議において協議し、見直しを行います。 

なお、社会的状況の変化等を踏まえ、必要に応じて計画期間中においても適時見直しを

行います。  
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参考︓特定空家等及び不良住宅等のチェックシート 
 

  
整理番号 1

調査回数︓ 回目

　　　　（※⽴入調査について未通知の場合は、敷地境界から目視で確認できる範囲）

・所有者等⽒名︓
・所有者等居住先︓
・その他︓

1．建物概要

（1） 所　 在 　地 ︓ 別海町

（2） 用　　　　途 ︓ □ ①⼾建住宅　　　 　□ ②店舗　　 　　□ ③店舗併⽤住宅　　　 　□ ④倉庫・物置 　 　　
□ ⑤⼯場　　　 　□ ⑥共同住宅　　　 　□ ⑦その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

（3） 構　　　　造 ︓ □ ①木造 【　在　来　・　枠　組　・　その他（　　　　　　　　　　　　　　　）】
□ ②鉄骨造　　　　　□ ③鉄筋コンクリート造　　　　　□ ④鉄骨鉄筋コンクリート造
□ ⑤コンクリートブロック造

（4） 階　　　　数 ︓ □ ①平屋　　　　　　□ ②2階建　　　　　　□ ③その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

（5） 建 築 規 模 ︓ ㎡ （登記情報⼜は、固定資産税台帳に記載の面積、面積が不明な場合は、概算面積）

（6） 建　 設 　年 ︓ 年 （登記情報等の公的資料により判明した場合に記入）

（7） 空 家 年 数 ︓ 年 （水道、電気等の使⽤状況やヒアリング等により判明した場合に記入）

（8） 付 属 建 物 ︓ □ ①物置　　　　　□ ②⾞庫　　　　　□ ③その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（9） 樹　　　　木 ︓ □ ①高木（樹高3ｍ以上）　　　　□ ②中木（樹高1ｍ以上、3ｍ未満）
□ ③低木（樹高1ｍ未満）

（10） 門扉 ・ 擁壁 ︓ □ ①門扉なし　　　□ ②門扉有り　（　高さ　　　　　　ｍ、　横幅　　　　　　ｍ、　施錠 　有 ・ 無　）
□ ②擁壁なし　　　□ ②擁壁有り　（　高さ　　　　　　ｍ、　横幅　　　　　　ｍ　）

（11） ⽴ 地 状 況 ︓ □ ①住居等がまとまって存在する区域である
□ ②隣地と空家等の距離が、空家等の高さよりも短い
　　【空家等の外壁面から敷地境界までの距離　（道・隣地　　　　　　　ｍ、　道・隣地　　　　　　　ｍ）】　
□ ③多雪区域（垂直積雪量が1.0ｍ以上の区域）にある
　

（12） そ　 の　 他 ︓

（※近隣住⺠ヒアリング　など）

水道開栓状況 ︓ □ ①開栓　　　　□ ②休⽌　　　　□ ③不明

空家所有者・建物概要チェックシート（不良住宅・特定空家　共通）

　　　　月　　　　⽇（　　　）

　　有　　・　　無

所有者等情報︓

調査者︓

調査年⽉⽇︓

⽴入調査通知有無︓
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整理番号 1

２．住宅の不良度の測定基準表

評定項目 評定内容 評点 最高
評点

ア　構造耐⼒上主要な部分である基礎が⽟石であるもの 10

イ　構造耐⼒上主要な部分である基礎がないもの 20

【Ｅ】
②外壁 外壁の構造が粗悪なもの 25

ア　柱が傾斜しているもの、土台⼜は柱が腐朽し、⼜は破
損しているもの等⼩修理を要するもの 25

イ　基礎に不同沈下のあるもの、柱の傾斜が著しいもの、
はりが腐朽し、⼜は破損しているもの、土台⼜は柱の数ヶ
所に腐朽⼜は破損があるもの等大修理を要するもの

50

ウ　基礎、土台、柱⼜ははりの腐朽、破損⼜は変形が著
しく崩壊の危険のあるもの 100

ア　外壁の仕上材料の剥落、腐朽⼜は破損により、下地
の露出しているもの 15

イ　外壁の仕上材料の剥落、腐朽⼜は破損により、著しく
下地の露出しているもの⼜は壁体を貫通する穴を⽣じて
いるもの

25

ア　屋根ぶき材料の一部に剥落⼜はずれがあり、雨もりの
あるもの 15

イ　屋根ぶき材料に著しい剥落があるもの、軒の裏板、た
る木等が腐朽したもの⼜は軒のたれ下ったもの 25

ウ　屋根が著しく変形したもの 50

ア　延焼のおそれのある外壁があるもの
　　・裸木造、塩ビ波板　など
　　・１Ｆ︓道路中⼼、隣地境界から３ｍ以内
　　・２Ｆ︓道路中⼼、隣地境界から５ｍ以内

10

イ　延焼のおそれのある外壁の壁面数が３以上あるもの
　　・裸木造、塩ビ波板　など
　　・１Ｆ・２Ｆ︓上記と同様

20

②屋根 屋根が可燃性材料でふかれているもの
（茅葺、わら葺　など） 10

4 排水
設備 雨水 雨樋がないもの 10 10

※100点以上で不良住宅に該当

451
構造
一般の
程度

評定区分

不良住宅判断チェックシート

備考
一の評定項目につき該当評定内容が２⼜は３ある場合においては、当該評定項
目についての評点は、該当評定内容に応ずる各評点のうち最も高い評点とする。
※この調査票は、住宅地区改良法施⾏規則別表第１住宅の不良度測定基準
から目視条件を抜粋したもの

合計0点

3

防火上⼜
は避難上
の構造の
程度

①外壁
30

2

構造の
腐朽⼜は
破損の程
度

【Ｂ，Ｃ】
①基礎、
土台、柱
⼜は梁

100【Ｅ】
②外壁

【Ｆ】
③屋根

【Ｂ】
①基礎
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整理番号 1

３．損傷率と損傷度による判定

判定項目 判定ランク

倒壊

1階もしくは建
物全体の傾斜

損傷率（全体
評価）

損傷率（全体
評価）

損傷率（全体
評価）

Ｄ

耐⼒壁
（1階）
※筋かい
を設けた
壁、構造
⽤合板等
を釘打ち
した壁

損傷耐⼒壁⻑（　　　　）ｍ／1階耐⼒壁⻑（　　　　）ｍ
＝（　　　　）％
・耐⼒壁の損傷︓筋かいのずれ、座屈、仕口の損傷。変形1/60
超。構造⽤ボードのすれ、湾曲、脱落など。

□　倒壊（85％超）
□　大破（65〜85％）
□　中破（30〜64％）

□倒壊
□大破
□中破
□該当しない

損傷率と損傷
度を比較くして
上位のランクに
レ印を付ける

損傷度（部分
評価）

倒壊（下記の一つ以上に該当する場合）
　①残留変形（傾斜）が1/20を超えている
　②1階部分が完全に崩壊している

□　倒壊

□　大破

□　中破

大破（下記の一つ以上に該当する場合）
　①残留変形（傾斜）が約1/20⽣じている
　②筋かいが破損もしくは土台から外れている

中破
　①過半の耐⼒壁に残留変形（傾斜）が⽣じている
　②30〜64％の耐⼒壁で筋かいの仕口にずれが発⽣

Ｃ 軸組（1
階柱）

損傷柱（　　　）本／1階柱（　　　）本＝（　　　）％
・大きな⻲裂や、多数のひび割れ及び、部材を分断する⻲裂、変形
若しくは破損が目視により確認できる柱

□　倒壊（85％超）
□　大破（65〜85％）
□　中破（30〜64％） □倒壊

□大破
□中破
□該当しない

損傷率と損傷
度を比較くして
上位のランクに
レ印を付ける

損傷度（部分
評価）

倒壊（下記に該当する場合）
　①全ての柱が破損したり、土台から外れたりしている

□　倒壊

□　大破

□　中破

大破（下記の一つ以上に該当する場合）
　①柱・梁等の軸組材に割れ、断面欠損、折損いずれか
　②65％程度の柱、梁の仕口にずれ、割れが発⽣

中破
　①柱・梁等の軸組材に割れがみられる
　②30〜64％の柱・梁に仕口のずれ、割れ、たわみが発⽣

Ｂ 基礎（外
周基礎）

損傷基礎⻑（　　　　　）ｍ／外周基礎⻑（　　　　　）ｍ＝
（　　　　　）％
・ひび割れ(幅0.3㎜以上)、剥落、破断、局部破壊、基礎の傾斜、
移動など

□　倒壊（85％超）
□　大破（65〜85％） □倒壊

□大破
□該当しない

損傷率と損傷
度を比較くして
上位のランクに
レ印を付ける

損傷度（部分
評価）

倒壊（下記の一つ以上に該当する場合）
　①不動沈下・破損・破断の全て、移動・流出・転倒のいずれかがみ
られる
　②上部構造を支えきれない状態になっている
　③周辺地盤が崩壊している

□　倒壊

□　大破大破（下記の一つ以上に該当する場合）
　①不動沈下・破損・破断の全てがみられる
　②0.3㎜以上のひび割れが著しく、土台と遊離している箇所がみら
れる

Ａ

空家（主
たる建
物）の倒
壊等の危

建物全部が倒壊もしくは建物の一部の階が全部倒壊している □

特定空家判断チェックシート  (1/5)

部位 判断基準 該当する項目にレ印

建物四隅の傾斜平均値が、1／20を超えている □
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整理番号 1

３．損傷率と損傷度による判定

判定項目 判定ランク

損傷率（全体
評価）

損傷率（全体
評価）

□倒壊
□大破
□該当しない

損傷率と損傷
度を比較くして
上位のランクに
レ印を付ける

損傷度（部分
評価）

倒壊（下記に該当する場合）
　①⼩屋組みの破損が著しく、葺材の大部分が損傷を受けている □　倒壊

□　大破大破（下記の一つ以上に該当する場合）
　①⼩屋組みの一部に破損がみられる
　②屋根材が全面的にずれ、破損もしくは落下している

倒壊（下記の一つ以上に該当する場合）
　①全ての仕上げ材が脱落している
　②全ての建具、サッシが変形破損している □　倒壊

□　大破
大破（下記の一つ以上に該当する場合）
　①壁面の65％において仕上材が脱落している
　②ボードの65%において釘の浮き上がりがみられ、一部脱落してい
る

Ｆ 屋根

損傷屋根面積（　　　　　）㎡／屋根面積（　　　　　）㎡＝
（　　　　　）％
・屋根の損傷︓屋根材のずれ、破損、はがれ、落下など
・損傷屋根面積︓屋根材が覆っていた面積

□　倒壊（85％超）

□　大破（65〜85％）

□倒壊
□大破
□該当しない

損傷率と損傷
度を比較くして
上位のランクに
レ印を付ける

Ｅ
仕上材
（外壁仕
上げ面）

損傷外壁面積（　　　　　）㎡／外壁面積（　　　　　）㎡＝
（　　　　　）％
・仕上げ材の損傷︓剥落、浮き、ひび割れ、ずれ、脱落など
・損傷壁面積︓階別高さ×損傷部分の水平⻑さ
・外壁一面の損傷面積が60%以上の場合、その面の損傷面積は
100％とする

□　倒壊（85％超）
□　大破（65〜85％）

損傷度（部分
評価）

特定空家判断チェックシート  (1/5)

部位 判断基準 該当する項目にレ印
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整理番号 1

４．損傷率・損傷度によるランク

基礎 軸組 耐⼒壁 仕上材 屋根

ランク

倒壊 倒壊 倒壊 倒壊 倒壊 倒壊

大破 大破 大破 大破 大破 大破

― 中破 中破 ― ―
倒壊の
おそれ

該当無 該当無 該当無 該当無 該当無 該当無

５．倒壊危険性があり特定空家等に相当する状態化の判断（該当項目にレ印）

□

□

□

□

□

□

□ □
③多雪区域（垂直積
雪量が1.0ｍ以上の区

域）にある

【Ａ】
・建物全部⼜は一部が倒壊している
【Ａ】
・傾斜が1/20超
【４．】
・損傷率・損傷度によるランク
　大破、⼜は倒壊以上
【Ａ】
・建物全部⼜は一部が倒壊している
【Ａ】
・傾斜が1/20超
【４．】
・損傷率・損傷度によるランク
　倒壊

【４．】
・損傷率・損傷度によるランク
　倒壊のおそれ

①住居等がまとまって存
在する区域である

特定空家判断チェックシート  (2/5)

損傷率・損傷度によるランク

特定空家等に
相当する状態である

（ランクⅠ）

・中破以上がある

・上記に該当しない

・「基礎」「軸組」「耐⼒壁」のいずれ
か一つでも倒壊の場合
・大破が2つ、倒壊が２つの場合
・倒壊が3つ以上の場合

各部
位の
判定
ランク
に○
印を
付け
判定

・大破が３つ以上の場合
・大破が２つ、倒壊が1つの場合

＜判断＞
（11）⽴地状況に☑が付き

かつ
２．倒壊の危険性の
いずれかに☑が付く

（11）⽴地状況 2．倒壊等による危険性

特定空家等に
相当する状態である

（ランクⅡ）

特定空家等に
相当する状態である

（ランクⅢ）
□

□
②隣地と空家等の距離
が、空家等の高さよりも

短い
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整理番号 1

（イ）そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態の判断
（各項目について該当する判断に○印。該当しない場合は空欄とする。）

状態が
著しい

① 外壁に⻲裂や穴がある
外壁の仕上げ材料が剥落、破損し下地みえる
モルタやタイル等の外装材に浮きが⽣じている

② 屋根の変形や破損（穴、下地露出等）がある
屋根ふき材が破損、剥離している
軒が変形、破損している

③ 外部の設備機器、煙突、看板等が破損、脱落、腐食
屋外階段、バルコニー等が破損脱落している
門、塀に傾斜ひび割れ破損が⽣じている

④ 擁壁表面にひび割れが発⽣している
敷地内に割れがある
敷地内に崩壊・土砂流出のおそれのある斜面がある

⑤ 前回の調査時より変形している
前回の調査時よりも壊れている

⑥ その他 内容を具体的に記載
合計（○の数を記入） 0 0 0 0

（ロ）そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態の判断
（各項目について該当する判断に○印。該当しない場合は空欄とする。）

状態が
著しい

① 吹付け石綿等が飛散し暴露する可能性がある
浄化槽等の放置、破損等による汚物流出、臭気の発⽣
がある
排水等の流出による臭気の発⽣がある

② ごみ、瓦礫等の放置、不法投棄がある
ごみ等の放置による臭気の発⽣がある
ねずみ、はえ、蚊等の発⽣がある

③ 水質・土壌汚染に繋がる有害物等が放置されている
有害物質等 を保管する容器、灯油タンク等の破損によ
り漏出がみられる

④ その他 内容を具体的に記載
合計（○の数を記入） 0 0 0 0

建築物・設備等の
破損による衛⽣上の
問題

ごみ等の放置、不法
投棄

水質汚染、土壌汚
染

項目 状態 左記の
状態に
ある

専門家の
判断が必

要

経過観察
が必要

経過観察
が必要

専門家の
判断が必

要

左記の
状態に
ある

過去調査との比較

外壁・外装材

屋根・軒

附属設備等

判断

特定空家判断チェックシート  (3/5)

項目 状態

判断

敷地内の土地・擁
壁等
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整理番号 1

（ハ）適切な管理が⾏われていないことにより著しく景観を損なっている状態

ある ない

（各項目について該当する判断に○印。該当しない場合は空欄とする。）

状態が
著しい

① 景観法に基づき計画を策定している場合において、当該
景観計画に定める建築物⼜は⼯作物の形態意匠等の
制限に適合しない状態
景観法に基づき都市計画に景観地区を定めている場合
において、当該都市計画に定める建築物の形態意匠等
の制限に適合しない、⼜は条例で定める⼯作物の形態
意匠等の制限等に適合しない状態

② 屋根、外壁等が汚 物や落書きで傷んだり汚れたま放置
さている
窓ガラスが割れたま放置さている
看板等が原型を留めず本来の⽤なさい程度まで、破損
汚した放置されている
⽴木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している
敷地内に瓦礫、ごみ等が散乱山積したま放置されている

③ その他 内容を具体的に記載
合計（○の数を記入） 0 0 0 0

（ニ）周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態の判断
（各項目について該当する判断に○印。該当しない場合は空欄とする。）

状態が
著しい

① ⽴木の傾斜、腐朽、倒壊、枝折れ等が⽣じ、近隣の道
路や隣地に侵入、枝等が散らばっている
⽴木の枝等が近隣の道路、隣地にはみ出し、歩⾏者等
の通⾏や住⺠の⽣活を妨げている

② 落雪により歩⾏者等の被害が⽣じるおそれがある※
放置すると隣地へ落雪するおそれがある※
周辺の道路、隣地の敷地に土砂等が大量に流出してい

③ 外部から不特定多数の者が容易に敷地内に侵入できる
状態にある
灯油・ガソリン等の燃焼危険性のある物品が放置されて
いる状態にある

④ その他 内容を具体的に記載
合計（○の数を記入） 0 0 0 0

※ 雪がない時期の調査など、判断ができない場合は、落雪飛距離を概算し、歩道や隣地へ落雪する可能性があるのかを判断する。
著しいか否かについては、雪のない状態では判断が困難であるため、雪のある時期に判断することが望ましい。

状態

判断
左記の
状態に
ある

専門家の
判断が必

要

経過観察
が必要

⽴木等による問題

建築物の不適切な
管理

防犯・防火上、放置
することが不適切

既存の景観に関する
ルールとの適合

周囲の景観と著しく
不調和な状態

項目

特定空家判断チェックシート  (4/5)

項目 状態

判断
左記の
状態に
ある

専門家の
判断が必

要

経過観察
が必要

空家等の⽴地　　周辺の景観に影響を及ぼす位置にある
「ない」場合は
（ニ）の調査

「ある」場合は下表
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整理番号 1

■総合的判断
各項目について、判断結果の○の有無を下記の表に記入し、フローに従って総合的判断を⾏う。

各基準に該当する
状態にあるの「○」

の数

各基準に該当する
状態が著しいの

「○」の数

各基準に該当する
専門家の判断が必

要の「○」の数

各基準に該当する
経過観察が必要の

「○」の数

（イ）保安上危険 0 0 0 0
（ロ）衛⽣上問題 0 0 0 0
（ハ）景観の問題 0 0 0 0
（ニ）⽣活環境保全 0 0 0 0

■倒壊危険性を踏まえた総合判断結果

各基準該当のの著
しいの「○」合計

ランクⅢ 大
ランクⅡ 中
ランクⅠ 小

【参考基準】
Ⅰ　６以上　大
　　　4〜5　　中
　　　1〜3　　⼩

Ⅱ　3以上　大
　　　1,2　　中

Ⅲ　１以上　大

特定空家等に相当する状態

該当状況（該当するランクに○印）

0

総合判断結果
（該当するものに○印）

特定空家判断チェックシート  (5/5)

特定空家等とする
可能性

判断結果

該当項目

【状態が著しい】

【専門家の判断が必要】

【経過観察が必要】

【状態にある】

該当項目について専門家
の判断を仰ぐ（再調査）

特定空家等とは判断されな
いが、該当項目について所
有者に情報提供・必要な
助⾔等を⾏う

特定空家等とは判断されない。
所有者に適正な維持管理につ
いて助⾔

現時点では、特定空家等と
は判断されないが、当該項
目について所有者に情報提
供・必要な助⾔を⾏うと共
に定期的に管理状況等を
確認

「建築物が倒壊等するおそ
れがある」の判断結果と合
わせて、特定空家等の総
合的な判断を⾏う

なし

なし

なし

なし

あり

あり

あり

あり


